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三協・立山ホールディングスグループの 
グループ再編について 

 
 三協・立山ホールディングス株式会社（社長：要明英雄）は、本年１月より事業統合準備委員

会（委員長：川村人志 代表取締役会長）を設けて検討を進めておりますグループ再編について、

下記のとおりお知らせいたします。 

 

 

記 

 

 

１．グループ再編の目的

 当社グループでは統合の第１段階として平成 15 年 12 月の当社設立による三協アルミニウム

工業株式会社（以下「三協アルミ」という）と立山アルミニウム工業株式会社（以下「立山ア

ルミ」という）の『経営統合』、第２段階として平成 16 年 6 月のＳＴプロダクツ株式会社の本

格立上げによる『生産統合』と、順次統合を進めてまいりました。 

 これらの統合による効果創出を推進する一方で、当社グループの更なる成長・発展に向け第

３段階として『事業再編』に進むことにいたします。主たる建材事業では更なる市場競争力の

強化を図るとともに、建材分野の市場の成熟化を踏まえ、非建材事業を建材事業と並ぶ事業と

して育成を図り、高収益企業グループを目指します。 

 具体的には、建材事業では、三協アルミと立山アルミを合併して事業を統合し、両社の強み

を活かすとともに戦略的な資源の再配分を行い強固な事業基盤を確立いたします。さらに、非

建材事業では「商業施設事業」および「マテリアル事業」をそれぞれ分社化し、建材とは異な

る独自の経営戦略による事業を展開するとともに、経営責任の明確化と迅速な意思決定より事

業の拡大・発展を図ってまいります。 

 この再編により、各々の事業会社がそれぞれの事業に合わせた最適運営を行い、その事業領

域で確固たる地位を築くことにより、グループ企業価値の向上を目指した事業体制になるもの

と判断いたしております。 
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２．グループ再編の概要と進め方 

 

《現 状》 平成１７年６月現在 
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《ステップ１》 平成１８年６月１日（予定） 

①三協アルミと立山アルミを合併し、両社のビル・住宅・ＥＸの建材事業及びマテリアル

とアロイプロダクツの事業を統合します。 

②立山アルミの商業施設事業を分社化し、三協・立山合併会社の子会社とします。 

・ＳＴプロダクツの生産管理機能及びサイン事業、店舗メンテナンス事業を担っている

タテヤマアドバンス㈱（立山アルミ 100%子会社）との一体化など、商業施設関連事業

の製販一体の形態を検討しております。 

 

 

 

 

 

 

 

三協・立山ホールディングス
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《ステップ２》 平成１９年６月１日（予定） 

①三協・立山合併会社よりマテリアル事業を分社化します。 

・非建材分野での競争力を高め販路拡大を図るべく、加工部

を考えております。 

②これによって三協・立山合併会社は建材事業会社となります

③商業施設事業会社を当社子会社とします。 

④ＳＴプロダクツは、建材事業の生産会社及びアルミ形材の供

スト削減、品質向上に努めてまいります。 
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３．グループ再編によって期待される効果 

 この度の再編に伴う合併効果・分社化効果を最大限に創出すべく引き続き検討を進めてまい

ります。なお、現時点で期待される効果は下記のとおりです。 

 

＜三協アルミと立山アルミの合併による効果＞ 

①シェア、市場影響力ＵＰによるブランド力の向上 

②ブランド統合による生産、調達、物流コストの低減及び商品在庫圧縮 

③商品ラインアップの拡充及び開発のスピードアップによる顧客ニーズへの対応力強化 

④間接人員の強化部門へのシフトによる企業競争力の向上 

⑤営業、ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ部門強化と拠点網拡充による販売力強化とサービスレベルの向上 

⑥店所の最適配置による経費削減     等 

 

＜非建材事業会社設立による効果＞ 

①独自の経営戦略と高い専門性の発揮による事業の拡大・発展 

・商業施設事業 ：店舗什器・サイン看板・店舗メンテナンスの総合力を活かした 

 優位性の確保など 

・マテリアル事業 ：輸送機器や産業機器などの非建材分野での販路拡大やマグネシウ 

 ム製品の事業化に向けた積極的な展開など 

②経営責任の明確化と意思決定の迅速化による経営の効率化と顧客対応力の強化 

③製販一体化した企業運営による効率化 

④分社化により非建材事業の業績や投資効果を市場に明解に示し企業価値向上につなげる 

    等 

 

 

４．合併及び分社による新会社の概要 

 来年６月及び翌平成１９年６月に設立予定の新会社に関する社名、資本金、売上等の概要は、

後日正式に決定した段階でご案内いたします。 

 

 

５．今後の推進組織 

 三協アルミと立山アルミの合併及び商業施設事業とマテリアル事業の分社化の業務を円滑・

迅速に推進するために、事業統合準備委員会の下に、機能別に専門ＷＧを設置し準備を進めて

まいります。なお、実施可能な諸施策については、再編前においても順次実施してまいります。 

 

以 上 
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